
 1

��� ねじれ（�整合）の�代の米中関係と日本 
    ―距離と�イ�の国�政治� 
 

�本�� 

 
「脅威は近ければ近いほど大きい」（Stephen Walt） 

 「経済的な関係は近ければ近いほど密になる」（重力モデル） 

 「この地域におけるアメリカの同盟国は興味あるディレンマに直面している。日本、イ

ンド、オーストラリア、そして韓国は中国と最も重要な貿易関係を持ち、しかし彼らの

最も重要な戦略敵的な関係はアメリカとのものである」（Gideon Rachman） 
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はじめに 

 中国の経済的、軍事的台頭は、アジア太平洋に大きなインパクトを与えている。中国は、

近年南シナ海などで積極的な海軍活動をおこない、軍事力を増強している。これに対して、

アメリカのオバマ政権は、戦略的な重点を対テロ戦争から、アジア太平洋に移し、米軍再

編を進め、韓国、日本、オーストラリアなどの同盟国、さらに、シンガポールやインドな

どと安全保障協力の輪を広げ深化させようとしている。しかし、それと同時に米中の間に

は、密接な経済関係が成り立っており、アメリカと中国はこの密接な経済関係を維持し、

相互利益を確保することが双方に死活的な問題となっている。 

このように、安全保障分野における競争（対立）と経済分野における協調が同時並行的

に見られるのが米中関係の特徴である。いわば、安全保障分野と経済分野の関係がねじれ

て不整合なのである。このことから、米中関係は、安全保障上の対立や緊張が強く出る時

期と、経済的な協力を強く押し出す時期を繰り返す。このようなことから、米中関係の基

本的な問題の一つは、このようなねじれ、不整合をいかにコントロールしていくか、とい

うことになる。 

 さらにまた、安全保障分野と経済の分野の不整合性は、単に米中関係に見られるだけで

はなく、他の多くの国に見られるものである。とくにアジア太平洋の国々のほとんどに見

られる。たとえば、日本を考えてみても、安全保障の分野では、中国と東シナ海などをめ

ぐってときに緊張を伴う関係にあり、また中国海軍の進出に圧力を感じている。さらに、

日本は中国の軍事的進出に対して、アメリカとの同盟を軸に対抗しようとしているが、中

国の軍事力の投射力は、東アジア地域においてはアメリカのそれと拮抗するものとなって

いる。しかし、同時に、日中の経済関係はきわめて密接なものであり、日本の第 1 の貿易

相手国は中国である。経済関係で言えば、安全保障上の同盟国であるアメリカよりも中国

に依存するところが大きくなっている。このような事情は、韓国やオーストラリアにも見

られる 1。 

 このようなねじれ、不整合性は、アジア太平洋全域の安全保障、経済システムに大きな

影響を与え、日本の政策にも大きなインプリケーションを持つ。このようなことを体系的

に考察しようとするのが本稿の課題である。 

 以下、本稿は、5 つの節からなる。第 1 節は、中国の台頭の歴史と、ねじれ、非整合性

の発生過程が考察される。第 2 節は、統計データに基づきながら、ねじれの現状を分析す

る。第 3 節では、ねじれのモデルを構築し、第 4 節では第 2 節と第 3 節の分析に基づいて
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ねじれの克服のための戦略を考察する。第 5 節は、以上の分析をもとにして、日米中の関

係を再度考察し、将来の展望を検討する。 

 

��中国の台頭とねじれの�� 

（�）中国の台頭 

 まず、現在見られる不整合性の背景となる歴史的な経緯を簡単に述べておこう。冷戦期

は、米ソの対立、東西対立が支配的であり、米ソ（東西）間には、戦略的な対抗関係が主

であり、東西の間には経済関係で目につくほどのものは無かった。東西は、一方では社会

主義、他方では資本主義をとっており、原理的にも、相互の経済関係が進展する素地は無

かった。経済関係、たとえば貿易関係は、それぞれの陣営の中で密であり、同盟諸国の間

で密なるものがあった。いわば、安全保障と経済分野の関係は整合的なもの（ねじれの無

いもの）であった。たとえば、日本の最大の貿易相手国は同盟国アメリカであった。1980

年代には、日本の輸出の 40％近くがアメリカ向けのものであった。 

 しかし、東西の冷戦が弛緩していく中で、この安全保障と経済関係の整合性は崩れてい

く。とくに冷戦が終わると、安全保障と経済関係の垣根は取っ払われ、貿易関係は、同盟

関係をもたない国の間で大きく増大していく。たとえば、中国の経済的な自由化の進捗、

経済の成長によって、アメリカ、日本などの対中貿易は増大していく。中国は、政治体制

は、共産党一党独裁の権威主義体制であるが、経済体制は資本主義体制となり、市場メカ

ニズムに沿ったものに変化していく。そしてこのことが、政治体制の異なる（したがって、

同盟国ではない）国の間に、経済関係が大きく進展する原因となった。 

 中国は、78 年、改革開放路線に転ずるのであるが、以後、ジグザグはありながらも、高

度成長を 30 有余年にわたり続ける。10％に近い成長率で経済が伸びれば、経済規模（GDP）

は、10 年で 3 倍近くになる。加えて、中国の人口は 10 億を優に超える。また、中国は、

2001 年には世界貿易機関に加盟し、さらに ASEAN などさまざまな国・地域と自由貿易

協定を結んでいく。このようななかで、中国が経済的に他の（アジア太平洋の）国々を引

っ張る力は巨大なものになっていく。 

 中国は、急速な経済成長とともに、それに合わせるように、軍事力の増強と近代化を図

っていく。アメリカは、90 年代、中国の台頭を念頭において、関与と封じ込めという相反

する政策を採ろうとしていたが、基本的には関与政策を続けてきた。そこでは、中国は挑

戦者であるという認識は薄かった。しかし、2000 年代の半ばになると、中国の経済力の増
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大、軍事力の増強に対して、警戒心を示すようになる。それに対して、中国が平和台頭を

論ずるようになり、アメリカでは responsible stake holder 論が出てくる。また、中国の

軍事力の増強に対して、ブッシュ（子）政権の後期、アメリカはヘッジング戦略をとろう

とする。そして、2009 年以来、中国の南シナ海での海軍の活動が活発化したこともあり、

アメリカは、安全保障、経済の両面で、東アジア（アジア太平洋）への関与を深める。そ

の関与の仕方は、米中二国間の調整メカニズム（たとえば、戦略対話）、米軍の再配置、東

アジア・サミットへの加盟、TPP の交渉などきわめて多様である。 

 このような中で、一方で、リーマン・ショック以来、アメリカの経済は停滞し、財政赤

字に悩み、軍事費の大幅削減をやむないものとし、他方では、中国は、いまだ 10％近い経

済成長を続け、2010 年には、GDP で日本を追い抜き、世界第 2 の経済大国になり、アメ

リカを急追する。 

 

（�）パワー・トランジッション 

このようななかで、一方では、アジア太平洋諸国は対中経済依存をたかめ、国際経済シ

ステムの安定のためには中国の協力が必要不可欠のものとなり、ここに、中国を含んだ協

力体制の構築が求められることになる。しかし他方では、米中のパワー・トランジッショ

ンの可能性が議論されるようになる。パワー・トランジッションはグローバルに頂点にあ

る国（覇権国）が、それを追う国に、経済力、軍事力でその差を縮小され、さらには追い

抜かれる事象に由来する、さまざまな国際政治的な現象を取り扱うものである。 

一つの議論は、覇権国を追う国が、覇権国が作り維持してきた国際秩序を、自国が有利

なような秩序に転換しようとして、挑戦者になり、覇権国と挑戦国との間に、戦争をも伴

った高い緊張のある事態を引き起こす、というものである（対立的パワー・トランジッシ

ョン）。歴史的に正確かどうかは別として、19 世紀末から 20 世紀前半にかけての英独関係

がその例とされる。いま一つは、それとは対照的に、力の交代は起きるが、台頭する国は、

既存の秩序にスムーズに参加し、挑戦者にはならず、平和的なパワー・トランジッション

がおこなわれる、というものである（平和的パワー・トランジッション）。これまた、19

世紀期末から 20 世紀前半にかけての英米関係がその例とされる。 

このような対立的なパワー・トランジッションと平和的なパワー・トランジッションを

分ける要因にはいくつかのものが考えられるであろう。その中の一つとして、覇権国と台

頭する国の国内の政治・経済体制に由来する信条体系、またそれから派生する国際システ
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ムについての秩序観があろう。覇権国と台頭する国の信条体系や国際秩序観が近ければ、

台頭する国は秩序に挑戦することが少ないであろう。たとえば、米中を考えると、政治体

制も規範体系も異なる。対立的な要素である。しかし、覇権国と台頭する国の間の経済的

な相互依存関係がきわめて密なものがあれば、覇権国と台頭する国の間の対立は抑制され

たものとなるであろう。米中は、経済的に密接な関係にある。さらに、既存の国際秩序の

あり方自体も覇権国と台頭する国の間の関係を規定するだろう。たとえば、勢力均衡や植

民地が秩序のルールであれば、覇権国と台頭する国の間の紛争可能性は高くなるであろう。

それに対して、既存の国際秩序が安全保障、経済において、制度化が進んで、ルール・ベ

ースのものであれば、覇権国と台頭する国の間の緊張は（そうでないときと比べて）コン

トロールされたものとなるであろう。かつてのパワー・トランジッションの時代に比べれ

ば、現在では、経済でも安全保障でも、格段に制度化が進んでいるといえよう。 

このように考えると、現在展開している米中のパワー・トランジッションは、（もしそ

れがおきているとすると）、競争と協調の二つを相伴った協争的なものであり（協争的とは、

協
．
力と競争

．
の造語であり、英語では coopetitive という）、このなかで、新しい秩序が形成

されていくものと考えられる。そして、このような協争的な関係は、その背景として、安

全保障上の競争と、経済的な密なる相互依存と協力が同時に存在するというねじれ、不整

合性が存在する。したがって、米中関係を考えるとき、経済的相互依存、戦略的関係（競

争）、そして信条体系の三つの次元を考え、さらに現在の国際秩序、そして、地域のさまざ

まな制度やフォーラムを考えなければならないことになる。 

 

�．ねじれの現�――�ー�から 

（�）ねじれ現象 

 ねじれ現象は、二国間で考えると、米中でも考えられるし、日中、中―ベトナムなど多

くの二国間関係に見られよう。もちろん、二国間関係のなかでも、たとえば、中―北朝鮮

を考えると、政治体制は権威主義体制ということでは近く、経済的には密接な関係がある。

おおむねで整合的である（米加関係もそうである）。日中関係を考えると、政治体制は異な

り、経済的には密接な関係がある。安全保障上は、東シナ海の係争があり、軍事バランス

は中国が優位になってきている。三つの分野での非整合性が目立つようになっている。日

米を考えると、政治体制は近く、経済的には密接な相互依存関係にあり、また安全保障上

は同盟国であり、整合的であったが、経済的に日本は中国に大きくひきつけられてきてい

－ 34 － － 35 －
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る。このような異なるタイプの二国間関係から成り立つのがアジア太平洋である。二国間

関係を組み合わせていけば、さまざまな三国間、多国間、そして、アジア太平洋全体の構

図を描くことが出来よう。 

ここで、そのような見方の一つとして、米中を軸として一つのシステムを考えてみよう。 

 

若干繰り返しになるが、まずアメリカとアジア太平洋の国々との関係を考えると、たと

えば、アメリカと政治体制が近く、経済的な相互依存も高く、安全保障上も同盟国である

国々が存在する。しかし、これらの国々の多くは、中国の経済的な台頭によって経済的に

中国に引っ張られ、対中依存を高めている国が多々ある。また、中国の軍事的な台頭によ

って、軍事的にも中国の圧力が強くなっている国も存在する。他方、中国のほうを見ると、

政治体制も近く、経済的にも中国に依存しており、また軍事的にも同盟国である北朝鮮が

存在する。 

これらの中間にさまざまな国が存在する。たとえば、政治体制も民主主義と権威主義の

中間にあり、経済的にもアメリカ、中国両方に同程度に引っ張られている国である。そし

て、安全保障上も、アメリカの同盟国でもなく、中国の同盟国でもないが、徐々に中国の

軍事的台頭のインパクトを感じている国々である。 

 

 本稿では、とくにアメリカに安全保障を依存していながら経済的には中国に依存してい

る、という不整合な国々の行動とその政策を考えるのであるが、ここではまず、いくつか

のデータで、アジア太平洋の国々の位置づけを検討しておこう。 

 

（�）政治体制と同盟関係 

 まず、アメリカと中国との間にある国々の政治体制と安全保障上の関係について考えて

みよう。 

表 1 は、各国の政治的自由度、アメリカとの同盟関係、中国との同盟関係、駐留米兵の

数を示したものである。政治的自由度は、Freedom House の 2011 年の政治的権利

（Political Right：PR）と市民的自由（Civil Liberty: CL）のスコアを足し合わせたもの

である。PR も CL も一番自由な場合を 1、一番不自由な場合を 7 としている。表 1 に示し

てあるスコアは、この PR と CL を加えたものであり、したがって、一番自由な体制は、2、

一番不自由な（権威主義的な）制は、14 という得点を得る。そうすると、一番自由な体制
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は、アメリカ（これは、表 1 には示していない）、カナダ、オーストラリア、ニュージー

ランドである。次に自由なのは、日本、韓国、台湾である。次に自由なのはインドネシア、

次いでフィリピンである。とはいえ、日本／韓国／台湾のグループとインドネシアとの間

には若干間隔があいている。ASEAN は、政治的自由の次元では多様であり、インドネシ

ア、フィリピンは、ほぼ自由であるが、マレーシア、シンガポール、タイは、それに次ぐ。

しかし、90 年代に新規加盟した、CLVM（カンボジア、ラオス、ベトナム、ミャンマー）

の政治的な自由はかなり制限されたものである。北朝鮮は、もっとも不自由な国である。

中国は北朝鮮よりましであるが、権威主義的な不自由な国である。ただし、ラオスとミャ

ンマー（後者は、今大きく変化している）は中国と同程度に不自由である。したがって、

図式的に、政治的自由の物差しで言えば、一方の極にアメリカ・オーストラリア・カナダ・

ニュージーランドというアングロ・サクソンの自由な国があり、それとの対極が北朝鮮、

中国ということになる。 

 このような中で、アメリカとの同盟関係を考えると、アメリカの同盟国は、カナダ、オ

ーストラリア、韓国、日本という政治的に自由な国が中心である。しかし、条約上の義務

がある国を考えると、それにフィリピンとタイが加わる。このようなアメリカ中心の同盟

網に対して、中国は唯一の同盟国として北朝鮮をもつ。政治的な自由の物差しと、同盟関

係の物差しは、一致するところが大きい。表 1 の最後のコラムは、2005 年度のアメリカ

兵の駐留の数である(Tim Kane のデータ 2)。アメリカはアジア太平洋に基地を持ち、兵力

を展開しているが、表 1 からは、韓国と日本がダントツで、両方とも 3 万を超える。他は、

100 人以上の兵を配備しているのは、オーストラリア、タイ、シンガポール（そして、カ

ナダ）である。これらの国々は、アメリカとの安全保障関係が強く、同盟関係と重なると

ころが大きい。 
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 表 1 政治的自由度、同盟、駐留米兵の数 

Freedom 

House 

自由度指標 

国名 同盟 

○：アメリカ 

×：中国 

駐留米兵の数 

2 カナダ 

オーストラリア 

ニュージーランド

○ 

○ 

 

150 

196 

7 

3 日本 

韓国 

台湾 

○ 

○ 

△ 

35,571 

30,983 

0 

4    

5 インドネシア  23 

6 フィリピン ○ 55 

7    

8 マレーシア 

シンガポール 

タイ 

 

 

○ 

16 

169 

114 

9    

10 ブルネイ  9 

11 カンボジア  5 

12 ベトナム  13 

13 

 

中国 

ラオス 

ミャンマー 

× 

 

 

67 

3 

0 

14 北朝鮮 × 0 

 

（�）軍事力の変化 

次に、米中に着目して、軍事力の変化を考えてみよう。もちろん、中国はアメリカ（そ

してその他のすべての国）を直接攻撃できる大陸間弾道弾を保持しているが、それほど多

くはなく、冷戦期の米ソのような戦略的なバランスが成立しているわけではない。しかし、
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中国は、ミサイルや海軍を増強し、自国の周辺の軍事的な影響力を強めている。たとえば、

ミサイルを例に取ると、3500 キロを飛ぶミサイルは急速に増えている（表 2）。3500 キロ

飛ぶということは、日本を始め東南アジアの国々を射程に収めることを意味する（表 3）。

また、海軍の増強も著しく、たとえば、潜水艦は、数から言えばこの 10 年で急速に増大

している。このことは、中国の沿海部から、中国の軍事的影響力が増大し、いわゆる第 1

列島線、さらには第 2 列島線へ、力を拡大していることを意味する。そして、アメリカの

太平洋における軍事的プレゼンスは、ここ 10 年、現状維持か減少気味である（表 2）。こ

のことが、米中のこの地域における軍事バランスの変化、そして、アメリカが言う A2/AD

（Anti-Access and Area Denial）であり、アメリカのこの地における軍事活動を拒否する

能力を中国が持ってきているということである。そして、アメリカは、この A2/AD を打

ち破るために Air/Sea Battle という Access 戦略を考えるにいたっている 3。このような米

中の軍事バランスの変化は、アジア太平洋地域の諸国に、国によって違いはあれ、大きな

インパクトを与える。とくに、アメリカに安全保障を依存している国にとってはそうであ

る。 
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表 2 米中軍事力の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3 ワシントンと北京からの距離（首都間） 
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（�）経済依存度の変化 

 以上、政治体制、同盟関係、そして軍事的バランスの変化を考えてきた。では、経済関

係はどうであろうか。表 4 を基にしながら考えてみよう。表 4 は、1999 年、2004 年、2009

年の 5 年おきに、経済的な変化を示したものである。表 4 は、アジア太平洋の国々の対米、

対中の貿易がどのように変化してきたかを示そうとするものである。表 4 には、GDP（為

替レート）、総輸出、総輸入、総貿易額、各国の対米、対中の輸出、輸入、貿易額、対米貿

易依存度（対米貿易/総貿易）、対中貿易依存度（対中貿易/総貿易）、対米経済依存度（対

米総貿易/GDP）、対中経済依存度（対中総貿易/GDP）が示されている。 

 まず GDP に着目すると、この 10 年で、中国の伸張が著しいことが明らかである。中国

は、この 10 年で GDP が、4.6 倍になっており（これは、若干正確さを欠くものであるが、

大勢をとらえるには十分であろう）、アジア太平洋ではダントツといってよい。軍事費も

GDP の伸びにスライドするとすれば、この 10 年で 5 倍近くになっていると考えられる。

また、日本、アメリカ、韓国を除いて、他のすべての国の GDP は 2 倍以上になっている

（北朝鮮は不明）。アメリカは約 1.5 倍、日本は最低で 1.2 倍である（日本のパーフォーマ

ンスは、アジア太平洋で最低）。米中の力関係は、いまだ米国のほうが優位にあるとはいえ、

大きく変化していることがわかる。また、日中関係は、急速な逆転現象を示している。ま

た、総貿易額の増大を見ると、これまた中国はダントツの伸びを示している。1999 年と

2009 年の総貿易額を比較すると、中国は、6 倍以上である。中国に次ぐものは、ベトナム

であり、5.5 倍である。ただ、他の国は、2 倍あるいはせいぜい 3 倍である。日本とアメ

リカは 1.5 倍程度である。 
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表 4 経済的な依存度 
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 このような中国の台頭、貿易量の増大は、中国が貿易で他の国々を大いに引っ張ってい

ることを意味する。あるいは、他の国の中国に対する経済依存度を大きくしていることを

意味する 4。たとえば、米中関係を考えてみると、アメリカの対中貿易依存度は、1999 年

の 5.7％から、2009 年には 14.2％となっている。これに対して、中国の対米貿易依存度は、

17.1％から 13.6％に低下している。このように、2009 年時点では、貿易依存度では、米

中は対称的である。ただ、アメリカのほうが経済規模は大きいので、アメリカの対中経済

依存度は 2.7％、中国の対米経済依存度は 6.0%である。日中関係を考えると、日本の対中

貿易依存度は、99 年の 9.1％から、09 年には 20.5％と急上昇している。これに対して、

日本の対米貿易依存度は、27.1％から 13.7％に急降下しており、いまでは対中貿易依存度

が対米のそれを大きく上回っている。日本の対中貿易は、日本の GDP の 4.6％であり、対

米のそれは 3.1％である。もちろん、このような「マクロ」の対中依存がどのような意味

を持っているかは、慎重に検討するべきであるが、この点はまた後に述べる。 

 他の国を見ても、そのほとんどがこの 10 年で対米依存を低下させ、対中依存を増大さ

せている。そして、2009 年を見ると、対中貿易依存度が対米貿易依存度を上回る国は、（表

4 に示した米中を除く）16 カ国のうち、13 カ国に上る。例外は、カンボジア、フィリピ

ン、カナダである。これに対して、1999 年の時点では、対中貿易依存度が対米貿易依存度

を上回るのは、ラオス、ミャンマー、ベトナムの 3 カ国のみであった。ただ、対中貿易依

存度と対米貿易依存度が拮抗している国として、現在シンガポール、インドネシア、マレ

ーシア、タイ、ニュージーランドがある（これらの国は、米中等距離外交を展開するコス

トは低いであろう）。 

 アメリカの同盟国に絞ってみると、2009 年で、日本はすでに述べたように、対中貿易依

存度は 20.5％（経済依存度は 4.6％）、対米依存度は、13.7％（3.1％）である。99 年では、

対中依存度は 9.1％（1.5％）、対米依存度は 27.1％（4.5％）であった。 

韓国を見ると、対中貿易依存度は 09 年では、20.2％（経済依存度は 16.9％）、対米貿易

依存度は 9.6％（8.0%）である。いまや韓国にとって中国は死活的な市場である。99 年に

は、対中貿易依存度は 8.6％（4.9％）、対米貿易依存度は 20.7％（11.8%）であった。米中

の比重は、ここ 10 年で、完全に逆転したといってよい。これが、韓国の「連米和中」論

の背景にあるものであろう。 

オーストラリアをみると、09 年では、対中貿易依存度は 19.7％（6.3％）、対米貿易依存

度は 8.1％（2.6％）である。99 年では、対中貿易依存度 5.7％（1.7％）、対米貿易依存度
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15.8％（4.6％）であった。 

フィリピンに関しては、09 年では、対中貿易依存度、8.2％（4.2％）、対米貿易依存度、

17.2％（8.7％）で対米貿易依存度のほうが対中貿易依存度より大きい。99 年も、対中貿

易依存度 2.4％、対米貿易依存度 25.5％で、対米貿易依存度のほうが圧倒的に大きい。フ

ィリピンに関しては、安全保障と経済的な関係が整合的である。 

タイに関しては、99年には対米貿易依存度が 17.6％、対中依存度が 4.0％であったのが、

09 年においては、対米依存度 8.8％、対中依存度 11.6％となり、対中依存度が対米依存度

を上回るようになっているが、依存度はほぼ拮抗している。 

カナダは、対米貿易依存度を低下させているがいまだ、60％を超え、対中貿易依存度

7.2％を大いに上回っている。カナダは、安全保障、経済で整合的である。 

このように見ると、アメリカの同盟国を中心として考えた場合、三つのタイプが存在す

る。一つは整合的な国であり、カナダ、フィリピンがそれに属する。いま一つは、アメリ

カの同盟国であるが、経済的には米中への貿易依存度が拮抗しているタイである。三つに

は、非整合的な国であり、安全保障はアメリカに依存し、経済に関しては、対中貿易依存

度が大きい国である。日本、韓国、オーストラリアというアジア太平洋でアメリカの要の

同盟国である。そのなかでも、韓国の対中経済依存はきわめて大きく、GDP の約 17％を

依存している。これらの国々は、アメリカに対する安全保障依存と、対中経済依存の矛盾

に悩むことが多いであろう。そして、米中の、そして、それぞれの国の対中政治関係・安

全保障関係の安定を望み、中国との安定した経済関係を維持しようとする切なる願望をも

とう。たとえば、韓国において先に述べた連米和中（あるいは、ノムヒョン時代の中国と

アメリカのバランサー論）が唱えられ、またオーストラリアで、米中の協調を求める論調

（Hugh White5）が目立つのもこのような理由があるのかもしれない。また、日本に関し

ても、矛盾に悩んだり、外交政策がときにぶれることがあるのもこのような理由によるの

であろう。 

 もちろん、アメリカとの同盟関係や条約上の義務をもっていない、そして中国とも同盟

をもっていない国もある。すでに述べたように、これらの国々は、経済的に大きく中国に

ひきつけられつつあるが、インドネシアとマレーシアは、経済依存度で、アメリカと中国

が拮抗している。 
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���じれのモデル 

 以上のような現状とそれを引き起こすダイナミックスを若干模式的に考えてみよう。こ

こでは、2 つのモデルを取り上げてみる。一つは、Ｋ・ボールディングの生存可能性

（viability）のモデルであり 6、いま一つは、国家間の貿易関係についての重力モデル（グ

ラビティー・モデル：gravity model）といわれるものである。どちらも物理的な距離を中

心に構成されるものである。 

 

（�）生存可能性（viability）の理論 

 生存可能性の理論とは、まず（軍事）力は距離に比例して低減する、と仮定する。言い

換えれば、他の条件が同じならば、距離的に近ければ近いほど脅威は大きい（Walt）とい

う仮定である 7。 

まず、A と B という二つの国を考えよう。図 1 の A と B の間隔は A と B の距離である。

そして、a は、A の軍事力（それはＡの近傍で最大である）であり、それは、距離が離れ

るほど低下していく。そして、a’ではゼロとなる。b は B の最大の軍事力であり、その力

は、B から離れるほど低下し、b’でゼロになる。ここで、図 1 の①においては、aa’と bb’

は交わることがない。したがって、A も B も相手から攻撃されることはなく、両者とも絶

対的に生存可能（viable）である。たとえば、歴史的に長い間、アメリカは大西洋に隔て

られ、ヨーロッパからの軍事投射の力は弱く、絶対的に生存可能であった。ここで、A と

B との間に位置する国々を考えれば、o から a’の間の国には A からの軍事力の投射がある

が、B からはない。A と B を大国と考えれば、o から a’までに位置する国は、A の勢力圏

にあり、b’から o’までの国は、Ｂの勢力圏にあるといえよう。また、a’と b’の間にある国は、

A、B のどちらからも軍事力の投射を受けない。  

さて、二つの軍事力が交叉する場合を考えよう（図 1 の②）。両者の交差点は、距離 m

のところで、ここで、両者の軍事力は均衡する。b’より左は、A の軍事力のみがきいてお

り、B の軍事力はまったく及ばない。a’より右は、B の軍事力のみが存在し、A の軍事力

はゼロである。b’と a’の間は、A と B の軍事力が競合する領域であるが、m より左は A 国

に有利、右はＢ国が有利である。そうすると、A と B の軍事的な角逐は、b’と a’の間で起

きる可能性が高い。また、図 1 の①のような形態から B の軍事力が増大して②のようにな

ったとしたら、それは、A がもともとは圧倒的に有利な場所に、B の軍事力の投射が及ん

だということであり、A から見れば、そこに容易にはアクセスできなくなったということ
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第二章　ねじれ（不整合）の時代の米中関係と日本―距離とサイズの国際政治学



 16

であり、B のアクセス拒否である。 

ここで、A と B 以外の国が物理的に A と B との間に位置していると考えよう（そして、

A と B が軍事的にそれらの国々を圧倒していると仮定する）。そうすると、o と b’の間に位

置する国は軍事上 A の影響力下にある。また、a’と o’の間にある国は B の勢力圏にあると

いえる。b’と a’の間にある国は、A と B の競合下にある。もし、o と b’の間にある国が A

と同盟を結んでいるならば、その国の安全保障は安定したものである。しかし、A の同盟

国が b’より右側にあると、その国の安全保障は不安定になる。そして、a’を超えると、そ

の国はAと同盟を持ちながらも、軍事的にはBが圧倒的に強い領域に位置することになる。 

問題の一つは、A と B の軍事力は、時系列的に変化することである。そして、物理的な

距離は変化しない。もし、Ｂの軍事力が強くなれば、bb’の線は上方にシフトしよう（図 1

の細い線）。そうすると、いままで、A の絶対的な安全保障の領域に位置していた国も（o

と b’の間の国）、A と B が競合する領域に入る。また、A が有利な領域にあった国々も、B

が有利な領域に入る。もちろん、A、B の軍事力の変化の影響を受けない国も存在する。

たとえば、m より右にある国々は、B の優位の領域にいることは変わらないし、また o に

近い国々は、A が絶対的に有利な場所にいることに変わりはない。 

 

 

図 1 生存可能性のモデル 

 ①絶対的生存可能性 

 

       A                                B 

                a 

 

                                                    b 

 

 

 

                 o                a’     b’          o’                                    

 

－ 46 －

第一部　パワー・トランジッションと国際関係の変容―理論と歴史の視角から

－ 47 －



 17

 ②条件付生存可能性 

 

   �                       � 

 

a                                          b 

 

 

 

 

 

 

 

o       b’            m           a’  o’ 

 

   A の               B の無条件の     

無条件の  A, B 両方の条件付    生存可能性 

生存   生存可能性 

可能性     

 

���経済的脆弱性の�� 

 経済的脆弱性とは、経済的な相互依存関係が切られた場合、いかなる代替的な手段がと

られても蒙るダメージが大きいときに用いられる用語である 8。コヘインとナイは、たと

えば、1970 年代前半の石油危機のときのことを念頭において、西側諸国は、石油を中東の

アラブ産油国に依存していたため、アラブ諸国が石油を武器に対中東政策を変えるように

圧力をかけてきたとき、それに抗しえず、いくつかの国は政策を変更した。経済的な脆弱

性が政治的な力に転化されたのである。これは、石油という個別の産品についてのミクロ

な脆弱性であるが、アルバート・O・ハーシュマンは、30 年代、ナチス・ドイツは、中東

欧諸国と二国間で経済協定を結び、中東欧諸国を個々にドイツに経済的に依存させ、それ

を通して政治的な支配関係を作っていったと述べている 9。これは、マクロな脆弱性とい

ってよい。 
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ここで、経済的な脆弱性をいかに計るか難しいところがある。たとえば、すでに述べた

ように、2009 年、アメリカの中国に対する貿易依存度は 14.2％、経済依存度は 2.7％であ

る。そして、中国の対米貿易依存度は 13.6％、経済依存度は 6.0％である（表 4）。この数

字をみると、両国の互いに対する貿易依存度、経済依存度は、それほど一方に偏っている

ものではなく、また、中国は GDP の 6％に当たる貿易をアメリカに依存しており、アメ

リカはその GDP の約 3％を中国に依存している。ただし、二国間だと、貿易総額が同じ

なので経済依存度は GDP の大きさに逆比例する。すなわち、ある二国間の経済依存度の

対称性、非対称性は、単純に二つの国の経済規模で決まってくる。経済規模が同じような

ものならば、経済依存度は対称的であり、経済規模が異なれば、非対称である。経済依存

度が非対称であれば、経済規模の大きな国は、経済依存度の非対称性を通して、相手に大

きな影響力を持つことが出来る。これから検討するモデルにおいては、アジア太平洋にお

いてダントツの経済規模をもつアメリカと中国を考えるため、諸国の対中、対米経済依存

度は、中国やアメリカのそれらの国に対する経済依存度より大きく、中国、アメリカに対

する非対称性を表すものと考えてよい。 

もちろん、対中経済依存度が、そのまま対中脆弱性を表すかというとその判断は難しい。

すでに述べたように、日本の対中経済依存度は、4.6％であり、韓国の対中経済依存度は

16.9％である。表 4 のなかで、一番経済依存度が高いのはカナダの対米経済依存で、28.8％

である（アメリカから見れば、約 3％である）。このように見ると、経済的な依存度が大き

くなればなるほど、脆弱性が高くなるといって差し支えないと考えられる。たとえば、中

国が韓国にその市場を閉じると脅かした場合は、その効果は絶大であろう。また、89 年に

カナダがアメリカと FTA を結んだのは、アメリカによって対米市場を閉ざされるのをおそ

れたことが一つの理由であるとされる。 

このような経済依存度は、すでに述べたように「マクロ」の脆弱性を表す。ミクロの個

別の産品についても、脆弱性を考えることが出来る。たとえば、すでに触れたように、石

油とかレアアースである。さらに、マクロとミクロの脆弱性の間に、メソ（meso、中間の

意）の脆弱性もある。たとえば、中国は、日本等から中間財を輸入し、完成した工業製品

をアメリカに輸出している。中国の経済にとって、アメリカへの工業製品の輸出は死活的

なものである。したがって、アメリカが中国の工業製品を締め出す、といった場合には、

中国は大きなダメージを受けよう。このように、脆弱性は、さまざまなレベルで考える必

要がある。ただ、以下においては、ある国に対する貿易全体が経済の中でどのくらいの比

－ 48 －

第一部　パワー・トランジッションと国際関係の変容―理論と歴史の視角から

－ 49 －



 19

重を占めるかというマクロの脆弱性を考えることにする。 

 さて、二国間の貿易は、距離と当該二国の経済規模（サイズ、GDP）で決まってくると

いう重力モデルと呼ばれるものがある。距離が近ければ近いほど貿易は大きい。相手国の

経済規模が大きいほど、また自国の経済規模が大きいほど、貿易は大きくなる。式で表すと、 

 Fij=G＊(Mi＊Mj)/Dij    ・・・（1） 

ここで、Fij は、i 国と j 国の貿易量、Mi は i 国の経済規模（GDP）、Mj は j 国の経済規模、

Dij は、i 国と j 国の距離、そして、G は定数である。 

またここで、本稿のいう i 国の j 国に対する経済依存度は、式（1）を使うと、 

 Fij/Mi=G＊(Mj)/Dij     ・・・（2） 

となる。そうすると、i の j に対する経済依存度は、相手の経済規模と相手との距離で決ま

ってくる。すなわち、相手の経済規模が大きくなれば、経済依存度は大きくなり、距離が

近ければ経済依存度は大きくなる。もし、ある時点で特定の二国間（i と j）を考えるなら、

距離は決まっているので、相手の経済規模で経済依存度は決まる。逆に、相手の経済規模

を一定とすれば、経済依存度は距離の近さで決まる。そうすると、若干乱暴な話であるが、

ある時点の各国の対中経済依存度は、（中国の規模が一定なので）、距離に反比例したもの

となる。 

 

図 2 経済の脆弱性モデル 

 ①依存度（敏感性／脆弱性） 

    �               � 

 

    a                                 b             

 

 

        b’                                 a’ 

 

 

 a1    m    b1 
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 ②冷戦型 

依存度（敏感性／脆弱性） 

�                � 

 

 

                         

 

 

 

 

 

図 2 の①は、ある地域を考え、一番距離が遠く、また経済規模の最上位にある二つの国、

A と B を考えたものである（例としては、A はアメリカ、B は中国、地域はアジア太平洋）。

A と B との間隔は距離である。図 2 の縦軸は、経済的依存度であり、脆弱性の代理変数と

考える。b’は、A の B に対する脆弱性である。A は B から一番距離的に遠いところに設定

してあるので、A と B の間にある国々と比べると、経済依存度は一番低い。a’は、B の A

に対する経済依存度である。A と B の間に位置する国を考えると、それらの国の A に対す

る経済依存度は、線 aa’で表される 10。A に近ければ近いほど、（A の規模は一定であるの

で）経済依存度は高い。線 bb’は、B に対する経済依存度であり、B に距離的に近いほど

経済的な依存度が高くなっている。 

m は、丁度 aa’と bb’が交差する点である。この m に位置する国は、A と B と同じ程度

の経済依存度を持つ。m より左側の a1 にある国々は、A に対する経済依存度が B への経

済依存度より大きい。b1 に属する国々は、B に対する経済依存度が A に対するそれより大

きい。イメージ的に言えば、a1 にある国で、それも左のほうにあるのは、カナダであり、

b1 のほうで、それも右のほうにあるのは、北朝鮮とか韓国であろう。m の近辺にある国は、

インドネシアとかマレーシアなどであろう。 

 もちろん、式（1）であらわされた重力モデル、また式（2）の経済依存度のモデルは、

きわめて単純化されたものである。貿易量（Fij）は、i と j の経済規模と（物理的な）距

離のほかにも実際には多くの要因によって影響されよう。たとえば、関税率の高さである

とか、国民の嗜好性であるとかである（これは、ある種の距離であり、制度的なものとか、
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国民の生活様式や価値にもとづく距離である）。冷戦期を見ると、東西間の貿易は、経済規

模や距離で決まるものではなかった。それは、模式的に言えば、図 2 の②のようにあらわ

されるであろう。図 2 の②では、A はアメリカ、B はソ連を念頭においている。西側圏と

東側圏は、明確に分かれており、たとえば、西側圏の中では、重力モデルが働いていたと

考えられる。したがって、ある地域（たとえば、アジア太平洋）で、重力モデルが適応さ

れるということは、基本的には地域全体として、自由な貿易がおこなわれていることが前

提とされる。このようなこともあり、式（2）で、経済依存度を考えることは、多くの要

因を捨象したもので、論理思考の一助に過ぎない 11。 

 

（�）安全保障上の生存可能性と経済的な脆弱性の組み合わせ 

 では、以上述べてきた安全保障上の生存可能性のモデルと経済的な脆弱性（経済的依存）

のモデルを組み合わせるとどのようなことがいえるのであろうか。これら二つのモデルは、

距離という変数が共通なため、一つの図で表すことが可能である。それが、図 3 である。 

 図 3 には、前と同じように、A と B の二つの国（アメリカと中国）を考え、A と B との

間隔（横軸）は距離である。縦軸は、軍事力の投射の程度と経済的依存度を表す。ただ、

この二つはスケール（尺度）が比べられないため、このモデル全体は、比喩的なものであ

る。ここで、太い実線は、軍事力の投射を表すとしよう。B から出て下に向かっている線

は、B の軍事力の投射力を表し、B から距離が離れれば離れるほど低くなっていく。A か

ら出ている太字の実線は A の軍事力の投射力であり、右に行くほど低下していく。M でこ

の二つは交わるのであるが、M より左側は A 国に有利であり、また左の方へ進むと、A が

独占的に優位になる。M の右側は、B が優位な領域である。 

 さて、ここで、経済依存度を考える。それは、太い点線で示されている。A から出てい

る太い点線は、A に対する経済依存度である。A から離れれば離れるほど、経済依存度は

低くなる。B から出ている太い点線は、B に対する経済依存度であり、B から離れるほど、

経済依存度は低下する。この二つの太い点線は N で交差する。N より右側にある国々は、

B に対する経済依存が A に対するそれより大きい。N より左にある国々は A に対する経済

依存が B への経済依存より大きい。 

 ここで、軍事的投射力と経済的依存を組み合わせてみると、図 3 では、三つのタイプの

国が存在することがわかる。一つは、B 国の軍事的な投射力がＡ国より強く、また B 国に

対する経済依存が A 国に対する経済依存より大きな国々である。これは、すでに述べたよ
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うに、N より右にある国であり、安全保障、経済で整合的な、ねじれの無い国である。 

二つ目は、M と N の間にある国であり、軍事的な投射力は B 国のほうが強いが、経済

依存度は、A のほうが高いという国々である。不整合に直面する国々である。そして、三

つ目は、M より左側にある国であり、これらの国々は、A の軍事力の投射が強く、また A

への経済依存度も大きい国である。整合的な国である。 

 ところで、B の経済規模が大きくなったとしたらどうであろうか。経済依存度だけを考

えると、太い点線が上方にシフトし、薄い点線のようになる。薄い点線は、太い点線と L

で交差する。そうすると、M と N の間にある国は、かつては、A に対する経済依存度が B

のそれを上回っていたのが逆になり、B に対する経済依存度が強くなり、しかし安全保障

ではいまだ B のほうが強い領域にあり、不整合性は解消する。そして、あらたに、L と M

の間にある国は、安全保障上は A の優位な領域にあるが、経済的な依存度は B のほうが高

くなる。あらたに不整合に直面するのである。 

 以上の分析から次のことがわかる。一つは、国家には四つのタイプが存在する。一つは、

安全保障（軍事的投射力）も経済（経済的依存度）も、A の方が高いものであり、整合的

なものである。図 3 の左寄りにある国々である。二つには、安全保障も経済も B のほうが

強い国々であり、これまた整合的な国である。三つには、安全保障では A、経済依存では

B という、ねじれ、不整合のある国々である。そして、四つには、安全保障では B、経済

では A という不整合な国である。これら不整合な国々は、距離的には中間地帯にある。 

しかしながら、いま一つ気をつけなければならないことは、B（そして A）の経済規模

が増大することにより（また、そのことにより軍事的な投射力が増大することにより）、国

家の属するタイプが変わることである。たとえば、B を中国と見立てると、B の経済規模

の拡大は、いままで安全保障も経済もアメリカの影響力が強く、ねじれが無く整合的であ

った国が、安全保障ではアメリカの射程範囲にあっても経済的には中国依存を強めるとい

う不整合なポジッションに変わっていく。また、そのようなタイプの国々が増える。異な

るタイプの国々の分布状況が変化していくのである。中国の台頭は、ねじれをもつ国の数

を増やしている。そして、ねじれがそれに直面する国々の不安感（insecurity）を増大さ

せるとしたら、システム全体が不安定になる可能性があるのである。 
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図 3 安全保障上の生存可能性と経済的脆弱性の組み合わせ（米中関係を念頭に） 

 

�                   � 
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 以上から、中国の台頭の経済的、軍事的な台頭に伴って、アジア太平洋諸国には、安

全保障（生存可能性）と経済的な依存度（脆弱性）が矛盾する国々が増えてきた。日本も

その例外ではない。いわば、この非整合性は、かなりシステム全体の問題であり、それを

いかに利用し、あるいはコントロールしていくかは、今後のアジア太平洋の秩序、また日

米中関係を考える上で、きわめて重要なものと考えられる。 

さて、安全保障での生存可能モデルと経済における脆弱性のモデルを組み合わせると、

いくつかのタイプの国が存在するようである。すでに述べたように、理論的には以下の 4

つのタイプの国が存在する。それらは、 

 i) 整合的な国： 

① 経済でアメリカ圏、安全保障でもアメリカ圏（典型的にはカナダ） 

② 経済で中国圏、安全保障で中国圏（北朝鮮のみ？） 

 ii)非整合的： 

③ 経済でアメリカ圏、安全保障で中国圏：もし、安全保障を同盟やあるいはそれに近

い関係をさすとしたら、このタイプの国は実際には存在しないといえよう。 
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④ 経済で中国圏、安全保障でアメリカ圏：典型的には、日本、韓国、豪州 

そして、いまひとつ、第 5 のグループとして、 

⑤ 経済で、米、中に対してほぼ同じ依存度を持ち、安全保障上も中立的な（アメリカ

とも中国とも同盟を持っていない）立場にある国々。たとえば、インドネシアなど

である。 

  

このようないくつかのタイプの国が存在するのであるが、中国の経済的、軍事的台頭に

ともなって、①、⑤のタイプの国は、④のタイプの国に移行し、多くの国が経済では中国

に引っ張られ、安全保障ではアメリカに依存するというねじれ、非整合性を強く持つよう

になってきている。 

 では、非整合性は何が問題なのであろうか。中国が台頭し、諸国が中国との貿易を増大

させ、対中依存を深めること自体は、自由経済のしからしめるところであり、まったく問

題はないであろう。しかしながら、いくつかの点で、中国に対する過度の経済依存が問題

となることがある。たとえば、中国の国内要因で（あるいは国際的な要因で）中国経済が

混乱した場合には、対中依存が高い国は、大きなダメージを受けることになろう。これは、

中国経済あるいは中国を含む国際経済システムの安定を図るメカニズムを作っていくこと

によって対処することになる。 

中国の軍事的な投射力が強くなるということは、それ自身、中国との紛争が起きたとき、

大きな問題であり、自国の防衛力を整備したり、同盟等の安全保障システムを強化して、

個別的、集団的なヘッジングやバランスの回復をしておかなければならない。これに対し

て、経済的な相互依存の進展や、経済依存度の増大は、それだけを考えれば、すでに述べ

たように、特に問題はない。しかし、問題は、政治、安全保障との接点である。非整合性

が一番問題なのは、政治的、安全保障的な紛争が中国との間に生じたときである。さらに、

ねじれがあるときには中国が対中経済依存を政治的に使ったり、また中国に対する経済依

存が大きく、アメリカの軍事力の投射が弱い国々は、中国の意に陰に陽に従わなければな

らなくなる可能性のあることである（極端には、「フィンランド化」―すなわち、安全保障

ではアメリカ、経済では中国、というねじれを、アメリカとの安全保障関係を減ずること

によって整合性を回復しようとすること）。これは、個別の国にも言えようし、また非整合

性が広くさまざまな国に見られるようになれば、国際秩序のあり方を大きく左右すること

になろう。そうすると、中国との間に紛争とか緊張が高まれば高まるほど、非整合性は深
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刻さを増す。 

したがって、非整合性を何らかの形で是正するような政策を考える必要性が出てくる。 

まず、中国に対する経済的な依存度を低める政策にはどのようなものがあるであろうか。

中国に対する経済依存だけ考えると、自由経済を原則とする限り対中経済依存度を低める

ことはきわめて難しい。対中貿易（経済関係）を直接に削減するような政策（距離を大き

くする）はむしろ政治的な紛争を高め非生産的で、逆効果である。また、式（2）によれ

ば、対中経済依存度は、中国の経済規模が大きくなれば、自動的に大きくなる。さらに、

自分の経済規模を増大させて対中経済依存度を下げようとしても、自己の経済規模が大き

くなると対中貿易も増大するため、経済依存度を下げることにはならない。ただし、自分

の経済規模が大きくなれば、中国の自分に対する依存度を増大させるために、対中非対称

性は是正されよう。 

そうすると対中経済依存度を相対的に下げる手段としては、対米経済依存度を上昇させ

るということになる（図 2 の①の aa’を上方にシフトさせる）。対米経済依存では、米国の

経済規模が大きくなれば大きくなる。ただ、それは米国頼みのことであり、自己の政策に

よって出来ることではない。したがって、残る策は、米国との（機能的）距離を近くする

ことである。すなわち、関税その他の障壁を取り除き、経済関係を密にする措置をとって

いくことである。自由貿易協定等がそれに当たろう。これは、中国に対する（既存の）距

離を大きくしようとするものではない。もちろんこのことは、中国と、あるいは中国をふ

くんだグループと FTA を結んではいけない、といっているわけではない。中国経済の台頭

のポジティブな面を生かす一つの方法は、中国を含んだ広い FTA を作ることである。ここ

でいいたいことは、アメリカ（＋α）とも経済依存度を強め、対中経済依存度とバランス

をとっていくべきである、ということである 12。 

次に、安全保障分野において、（アメリカの軍事力投射の大きさに対して）中国の軍事

力の投射力の大きさにいかに対応するかを考えよう。一つは、すでに述べたように、自国

の防衛力を増大して、中国の軍事的な投射力に対抗しようとするものである。しかし、独

自に対抗する軍事力を作るのは莫大なコストがかかり、経済力を消耗することになろう。

いま一つは、自己努力と同時に、アメリカ（とその同盟国）との安全保障上の協力を深め、

中国の軍事的投射力に対抗するという政策である。とくに集団ヘッジング戦略が重要であ

り、それは、中国に対して、直接に軍事的なバランス（たとえば、海軍艦船の等量のそな

え）を求めるのではなく、また中国を名指しせず、中国の機会主義的な行動のリスクに対
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して集団的に備えようとするものである（もちろん、この政策は軍事バランスの潜在力を

高める）。 

もし、アメリカ＋αと自由貿易協定を形成し、また安全保障上もアメリカ＋α（ここで、

αとは、アメリカの同盟国、また政治的に民主主義体制をとっている国を念頭においてい

る）との同盟などの安全保障関係を強化することによって、非整合性を修正しようとする

と、アジア太平洋地域は、中国に対する（二国間、多国間の）自由貿易協定が結ばれ、ま

た中国に対する同盟・安全保障協力（集団的ヘッジング）網が形成され、より整合的な形

態になるかもしれない。しかしそれは、冷戦期の整合性と異なり、安全保障上の色分けは

濃くなるかもしれないが、地域全体で経済的な相互依存は進んだものとなっている。ただ、

そこでは、安全保障のディレンマがおきて、不安定性はなくならないかもしれない。すで

に述べたように、本稿で展開した生存可能性と経済的脆弱性のモデルは、最悪のシナリオ

（たとえば、中国との安全保障上の紛争）を前提にしたモデルである。このようなモデル

を考え、それに備える政策をとることは必要であるが、それで問題が解決するわけではな

い。問題は、最悪のシナリオを念頭におきつつ、それを回避するために、さらに中国の台

頭のポジティブな面を生かしつつ、中国との対立をいかに政治的、外交的に解決していく

か、そのための装置をいかに作っていくかを考えることである。そのためにも、不十分か

もしれないが、ねじれ、不整合性を是正していくことが必要なのである 13。 

 

��ねじれ��（整合性回復）戦略の位置づけと日米中�の�ン�リ��シ�ン 

  �まとめに�えて 

 以上、中国の急速な台頭によって引き起こされ、先鋭化しつつある経済分野と安全保障

分野のねじれ現象をいかに是正していくかということに着目して、整合性回復戦略とでも

呼べるものを考えてきた。では、この整合性回復戦略は、日米中の関係を考えた場合、ど

のような位置づけを与えられるものなのであろうか。以下では、このような観点から本稿

のまとめをおこなってみたい。   

 

（�）アメリカ、中国、日本 

i) アメリカ 

 アメリカ自身も対中非整合性に直面している。すなわち、米中の経済関係はすでに密接

なものとなっており、経済的には切っても切れないものになっている。他方で、安全保障
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上は、中国の軍事的な台頭によって、戦略的な優位が侵食され、グローバル・コモンズに

おいても中国の挑戦をうけつつある。また、南シナ海などで中国海軍の活動が活発化しシ

ーレーンの安定性が脅かされている。さらに、米中の政治体制の違い、規範の違いは、米

中対立の一つの源となっている。このようなことから、対中協力と対中競争が混在した関

係にあり、その矛盾は、中国が急速に台頭するにしたがって先鋭化している。 

さらに、米中二国間だけではなく、アメリカの同盟国や緊密な安全保障関係を有する国

を見ても、多くの国が経済的に中国にひきつけられており、そのなかでいくつかの国は中

国との係争をもっている。また、それらの国に対する中国の軍事力の投射力が強まってお

り、中国は、アメリカの軍事的なアクセスを拒否する能力を高めている。もしアメリカが

このような状態を放っておけば、アメリカの威信や、リーダーシップは低下しようし、ひ

いてはアメリカ自身の安全保障に悪影響を与えることになろう（脅威はより身近に迫って

くるかも知れない）。 

 このような中で、リーマン・ショック以来経済的停滞と財政赤字に悩むアメリカには、

米中、そして地域全体の非整合性に対処するために、いくつかの（必ずしも相互に排他的

ではない）戦略的なオルターナティブが存在する。 

①［卓越性維持戦略］一つは、アメリカの卓越性を維持しようとするものである。たと

えば、最近の政策文書、Sustaining U.S. Global Leadership や Joint Operational Access 

Concept などをみると 14、中国に対して、アクセスを確保するような軍事力を維持、確保

することが基本となっている考え方が示されている。この考えに立てば、いまだアメリカ

は軍事力、経済力、技術力で圧倒的に優位であり、衰退論は誤りである、ということにな

る 15。この考え方は、安全保障上の優位を保つことを主体として、アメリカの直面する非

整合性を解決しようとするものである。 

②［整合性回復戦略］二つには、安全保障と経済に関して、国家間の協力関係を通して、

非整合性を解決しようとするものである。安全保障においては、同盟関係を強化したり、

あらたな安全保障協力国を糾合して、中国を牽制し、またその進出を阻止しようとするも

のである。もちろんそこでは、アメリカの同盟国に対する安全保障上のコミットメントを

より明確にすることが含まれる。さらに、経済関係においても、直接に中国との対話を進

めるとともに、他の国々と二国、多国間の FTA などをつくり、それらの国々がこれ以上中

国に引っ張られるのを防ぎ、あわせてアメリカの経済的な利益を増大させようとするもの

である（TPP などを見ると、アメリカはいまひとつ、リベラルな経済秩序のルールの拡大
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と深化を目的としているようである）。このようにして、安全保障、経済の両方で、非整合

性を解決しようとするものである。本稿で展開した議論は、主として、この整合性回復戦

略に関するものである。 

③［ルール・ベースド・システムの維持］三つには、中国を含んで、ルール・ベースド

な秩序を維持することである。もちろんこの場合、基本は、リベラルな秩序である。経済

に関しては、自由、無差別で、貿易・投資・サービスなどの自由なルールを維持、深化さ

せることであり、中国をこの中に統合しようとしていくことである（あるいは中国をこの

秩序に関与させていくこと）。また、安全保障においても、国際法や国際規範にもとづいた

制度を作り上げようとするものである。もちろん、これは、きわめて長期的なヴィジョン

であるが、方向性をしめし、それに近づくような政策を展開しようとするものである。 

④［米中談合システム］四つ目の考え方は、中国との談合でシステムを運営しようとす

るものである。安全保障上も、米中の力関係を考慮に入れながら、米中、そしてアジア太

平洋の利害関係の調整をおこなおうとするものである。ただ、その内容はきわめて多様で

見通しのきかないものである。これには、G2 なども含まれるが、米中の勢力均衡や勢力

圏設定、米中の了解による共同支配、なども含まれる可能性があり、米中以外の国にとっ

ては必ずしも望ましいものではない。 

⑤［孤立主義］五つ目の考え方は、極端な考え方で、アメリカの安全保障上のコミット

メントを引き下げ、軍事費を低下させ、経済的にも引いていく、という考え方で、いわば

孤立主義であり、そのことによって、対中非整合性を回避しようとするものである。 

以上のようないくつかの政策選択肢の中で、もっとも現実性があるのが、第二の選択肢

で、それに第一と第三の選択肢の要素が含まれたものであろう。すなわち、国内外の整合

性回復戦略であり、そこに、アメリカの卓越したところは維持し、またできれば、中国を

リベラルな国際秩序へ統合していく、ということである。 

 

ii）中国 

 中国の経済的、軍事的な台頭は著しく、それは、アメリカを含んで他の国々の経済と安

全保障のねじれ現象を作り出し、それを先鋭化させている。中国自身が急激な台頭に由来

するディレンマ、非整合性を持っていないかというとそうでもない。中国は、改革開放以

来、経済発展を最優先の目的として、平和的、安定的な国際的な環境を求めてきた（もち

ろん、その最終的目的としては、富強中国があったろう―少なくとも結果論からいえば、
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そうなった）。中国は、その発展を他の国の市場や投資に依存しており、90 年代、アメリ

カから最恵国待遇を取得するのに苦労し、また最恵国待遇を得るに当たっては、人権問題

で妥協を強いられた。また、天安門事件では、西側諸国からの経済制裁を受け、経済に支

障をきたすことが多かった。さらに、1989 年に発足した APEC にも当初は入れず、加盟

したのは 2 年後の 91 年であった。安全保障分野においても、96 年初頭の台湾の総統選挙

に圧力をかけるべく、ミサイル発射実験をおこなったが、それに対して、アメリカは台湾

近傍に 2 隻の航空母艦を派遣して、中国を牽制した。経済的には西側に大いに依存し、安

全保障でも、アメリカの軍事的投射力はきわめて強いものであった。すなわち、経済にお

いても、安全保障においても中国は劣勢にあり、その意味では、整合的なものであった。

そのなかで、経済発展と平和を求めてきたのである。それは、原則的には韜光養晦であっ

た。 

以後、中国は、安全保障分野においては、身を低くして、経済発展にいそしんだ。しか

し、この間、中国は急速に経済成長し、また軍事力も大幅に増大、近代化してきた。2001

年、中国は WTO に加盟した。2000 年代は、安全保障分野で言えば、世界的に大きな課題

は国際テロの問題であり、アメリカの関心はもっぱらそちらに向けられていた。経済にお

いても、安全保障においても、中国の発展に望ましい環境であった。2000 年代に入って、

中国の台頭に対する懸念が顕在化し、それに対して、中国は平和台頭論、さらに和諧外交

を唱え、諸国の懸念を払拭しようとした。しかし、経済的には世界第二の大国になってい

き、諸国の対中経済依存を急激に増大させ、軍事力の増強も著しく、周辺への軍事的投射

力を高めていった。 

2009 年、韜光養晦が修正されたといわれ、また実際にも南シナ海での海軍の活動が活発

になり、周辺国の対中脅威感が強まった。さらに、「核心的利益」の範囲を台湾、チベット、

新疆ウイグルだけではなく、南シナ海へ拡張したとも言われ、さらに尖閣諸島も核心的利

益の一環であるとする議論も見られるようになった 16。中国の軍事力の強大化は、これら

の問題に関連する諸国に大きな圧力となっている。そして、これらの諸国の対中経済依存

は大きい。中国は、日本との尖閣諸島の問題で、日本が中国に依存するレアアースの輸出

をとめる行動に出たといわれる（もちろん、中国側は、資源確保のために、前からレアア

ースの輸出制限を考えていたという）。これは、まさに経済的な脆弱性の政治的な利用であ

る。中国は、その経済規模の大きさによって、急速に他国の対中経済依存を高めている。

それは中国の影響力の基盤となっている。したがって、中国は、軍事力の増大と中国に対
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する経済的依存の増大によって、アメリカなどの他の国の中国に対する経済的なレバレッ

ジを低下させ、影響力を増大させている。そこには非整合性はないようである。中国が南

シナ海に進出し、周辺の国が対中脅威感をもった場合でも、それらの国々が出来ることは

集団的に、外交的対中牽制をおこなうことである（そして、軍事的なヘッジング）。しかし、

それは中国に対して無力であるということではない。このような動きに対して、暫時中国

は引き、再度平和台頭論を唱える（戴秉国国務委員）17。このようなジグザグは見られる

ものの、経済的な対中依存と軍事的な増強／近代化はますます強くなるように考えられる。

中国の将来の政策は、他国の中国に対する経済依存、軍事力の投射力をいかに使っていく

か、ということによろう。そして、もちろん、中国がどのような目的を持つかによろう。

たとえば、中国が、その発展（開発）のためには、他国との経済関係を重視し、国際経済

の安定を優先順位第 1 のものであると考えれば、政治・安全保障の優位さをおさえた政策

が展開されよう（平和台頭論）。しかし、それとは逆に、核心的利益とか戦略的な優位さを

増大させるということが優先課題となれば、軍事力の（政治的な）行使が目立つようにな

り、また経済の優位さを政治的に使うことが多くなるであろう。いわば、古典的な国際政

治の様式に従った行動である。この路線は、他国の反発を引き起こし、結果的には、中国

の国益を損なうようになるかも知れない。中国は、この二つの極を行ったりきたりする可

能性があり、またそれは、国際社会の反応と中国の国内政治によって決まってこよう。 

以上から見ると、中国の対外戦略のパターンには（相互に排他的ではないが）次のよう

なものがあると考えられる。 

①［リベラルな秩序への順応］現在のリベラルな秩序に適応し、経済的にも安全保障上も、

基本的なルールに従っていく。 

②［リベラルな秩序の利用］現在のリベラルな秩序のなかで、ルールを認めながらも、国

益に合わないと認識したものは無視する（あるいは、改変する）。 

③［ウェストファリア国家］国益を最優先し、現在のリベラルな秩序のルールは従とする

行動様式。これは、伝統的なウェストファリア・システムの行動様式である。そこでは、

国家主権、内政不干渉、重商主義などの要素が顕在化する。 

④［中国的な秩序］中国のルールに基づいた国際秩序を形成する。これは、revisionist 的

な行動であり、たとえば、 経済圧力を使って特に周辺の国々をコントロールしたり（ナチ

ス／ハーシュマン様式）、軍事的な投射力の強さを使って対中依存の大きな国をアメリカか

ら引っ剥がす（フィンランド化）というようなことも考えられよう。戦略としては、孫子
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の「戦わずして勝つ」ということかもしれない 18。ただ、このシナリオは、中華秩序とい

えようが、その地理的な範囲は中国の周辺に限られよう（アジア太平洋全体ではなく、も

ちろんグローバルなものでもない）。 

 

 現在の中国の様式は、②が主であり、①と③の要素を持っていると考えられる。国際社

会（アジア太平洋の国々）にとっては、②からなるべく①に向かうように働きかけること

であると考えられる。本稿で展開した整合性回復戦略は、中国の③の行動を牽制し、④に

ならないような状態を作り、さらに中国をリベラルな秩序に関与させる、という機能を発

揮するものとなろう。 

 

iii）日本 

 日本は、第 2 次世界大戦後、安全保障を大きくアメリカに頼り、また経済もアメリカ市

場そしてアメリカが戦後つくり維持してきた国際経済システムに依存するものであった。

このことは、冷戦期を通してそうであったし。冷戦後もそうであった。アメリカの軍事力

の投射力は十分強く、それによる抑止も信頼できるものであった。また、経済も経済摩擦

を繰り返しつつも、80 年代半ばに対米貿易依存が 40％近くなり、以後その率は低下して

はいるものの、アメリカ市場は大きなものであり続けた。 

しかし、ここにきて、この構造は大きく変わりつつある。たとえば、貿易を見ると、2004

年には対米依存度が 18.8％、対中依存が 16.5％であったのが、2009 年では、対米依存

13.7％、対中依存が 20.5％となっている。そして、安全保障についても、中国の日本周辺

に対する軍事力の投射力は格段に強まっており、すでに述べたように、アメリカでは

A2/AD というアクセス阻止、領域拒否が大きな問題になるようになった。 

 日本の目標が領土を守り、経済的な自立性を維持することにあるとすれば、このねじれ、

非整合性をいかに是正していくかが大きな問題となる。一つは、アメリカ＋αと安全保障

協力を強め、中国の軍事力を牽制することが必要であろう（集団的ヘッジング）。もちろん、

アメリカのコミットメントを確たるものにすることが重要であるし、また自衛力の整備も

必要であろう。二つには、日本の経済を復興させ、またアメリカ＋αとの FTA を推進し、

対中経済依存度とバランスをとることが出来るようなシステムを作り上げるべきであろう。

すなわち、整合性回復戦略である。日本がこのような戦略をとり、日本がその責務（防衛

力の整備、経済の回復等）を果たせば、日本の存在感は増大しようし、またアメリカの孤
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立主義化、また「米中談合システム」という日本にとって望ましくないシナリオを避ける

ことが出来よう。もちろん、日本が対中経済依存をますます高め、アメリカとの安全保障・

政治関係を低下させて、整合性を回復しようとするシナリオ（「フィンランド化」）も考え

られないことではない。しかし、自由な政治経済体制の維持を日本の国是とすれば、この

ようなシナリオは望ましいものではないであろう。 

  

（�）�来への�ース�クティブ 

もちろん、中国の台頭のポジティブな面を最大限発揮するため、地域全体において、リ

ベラルな秩序をさらに深化、拡大して、中国をそのシステムに統合していく努力も必要で

あろう。また、中国を含んだ多角的な安全保障の枠組みを形成維持していくことも必要で

ある。しかし、現在、とくに安全保障面を考えると、一直線にもっとも望ましい状態に到

達することはむずかしい。そのようなもっとも望ましい状態への移行過程の一つのステッ

プが本稿で論じた整合性回復戦略であろう。 

本稿では、（他の条件が同じならば）「距離が近ければ近いほど脅威は大きい」というこ

とと「距離が近ければ近いほど経済的には密なる関係が形成される」という基本的なディ

レンマから出発した。しかしながら、これは近隣は常にこのような矛盾に直面する、とい

うことを意味するものではない。現在の独仏関係は、以前はこのような矛盾に悩んだが、

いまでは経済は密であり、お互いの脅威はまったくない。いつかはこのような状態に至る

ことを考えつつ、外交は展開されなければならないであろう。 
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